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1 概要及び導入における基本方針等 

1.1 本仕様書の位置づけ 

    「公益財団法人東京都医学総合研究所（以下、「当研究所」という。） 経費精算システ

ム導入等業務委託仕様書」（以下、「本仕様書」という。）は、経費精算システム（以下、

「システム」という。）の導入に当たっての基本方針、実現すべき具体的な機能、セキュ

リティ対策等の条件を定義するものである。 

 

1.2 システム導入目的 

     現在、当研究所では所内の小口現金処理、前渡金処理の業務に関して紙様式での運用

を基本としている。これらの業務においては作業の効率、書類の管理等において、また

テレワークやリモートワークを行ううえでも大きな課題となっている。経費精算にお

ける事前申請、承認、事後申請までの一連の経費精算処理をシステム化することにより、

業務効率化、ヒューマンエラーの防止、テレワークの推進、ペーパーレス・はんこレス

の推進などの課題解決を図ることを目的とする。 

 

1.3 システム導入の基本方針 

     システム導入における基本方針は以下のとおりとする。 

 

(1) パッケージソフトウェアの活用 

      パッケージソフトウェアを可能な限り活用することで品質を確保し、低コストか

つ短期間でのシステム導入を図る。 

 

(2) 適切な情報セキュリティの確保 

      セキュリティ確保、適切な通信方式の使用、不正アクセス防止措置等を講じること

により、適切な情報セキュリティの確保を図る。 

 

(3) 職員が使用しやすいシステム構成 

申請の起案や処理等については職員が日々利用するため、メニュー構成や操作画面

等のユーザーインターフェースは直感的に操作が分かる構成とし、職員が簡単に入

力できる操作性の高いシステムを構築する。 

      また、管理者が集計データ等を他の業務に活用するため、データ活用の面で業務効

率化に寄与する機能を備えるシステムとする。 

 

2 業務の範囲・スケジュール等 

2.1 業務の範囲 

   本構築業務の範囲は原則として表 1 のとおりとする。 

   なお、業務の一部を受託者が第三者に委託する場合は事前に当研究所の許可を得ること。   



 

表 1 委託範囲となる業務 

NO 業務の範囲 

1 ソフトウェア・ハードウェアの選定及び調達 

2 システム構築（データセンターへのハードウェア等設置含む） 

※クラウド利用等、作業が不要な場合は除く 

3 ネットワーク構築（必要に応じた回線敷設業務を含む） 

※クラウド利用等、作業が不要な場合は除く 

４ 職員教育の実施（マニュアル作成、利用者説明会の実施等）   

５ システム構築・運用に関する担当者への助言等 

６ 運用保守 

7 経費精算システムと連携を行う他システムとの連携構築及び接続試験 

8 上記作業に係るプロジェクト管理 

9 その他、本業務に必要な作業 

 

2.2 スケジュール及び履行期限 

   システム本稼働までの概要スケジュールは、表 2 のとおりとする。ただし、業務の進捗状

況により協議の上スケジュールを変更することも可とする。また、システム本稼働時の詳細

スケジュールについては別途当研究所の担当者と協議の上決定する。 

 

表 2 全体作業スケジュール 

 

年 月 内 容 

2022 年 8 月～９月 契約の締結・発注 

2022 年９月 環境構築 

2022 年１０月 環境構築・マニュアル作成 

2022 年１１月 システム仮稼働前説明会 

システム仮稼働（対象：事務局、小口現金、資金前渡実績多数

のプロジェクトの研究補助員） 

2022 年１２月 システム仮稼働 

2023 年１月～２月 仮稼働で出た問題点洗い出し・対応 

2023 年 3 月 システム説明会（全職員対象） 

2023 年４月 本格運用開始 

 

 

 



3 システムの前提条件 

3.1 システム動作環境 

   OS はオープン系の OS（Windows 等）を採用すること。 

   端末側にプログラム等のインストールや Web ブラウザへのプラグイン等のインストール

が不要な Web システムであること。 

 

3.2 ネットワーク接続 

研究所内のネットワークを使用することを前提とし、ネットワークの有効活用によるシス

テム運営に係る経費の節減、安定的機能の提供、集中管理等による運用経費の削減を図る

こと。 

 

3.3 利用端末（クライアント端末） 

   システムを利用する端末は、各職員へ配備済の研究所内ネットワークに接続する端末及び

研究所が承認した外部端末を利用する。 

   使用端末の OS 及び研究所における推奨ブラウザは表 3 のとおりである。 

表 3 使用端末の OS 及び当研究所における推奨ブラウザ 

項目 仕様 

OS Windows 10、MacOS 

推奨ブラウザ Firefox ※他のブラウザの使用も可 

オフィスソフト Microsoft Office2016 

 

3.4 システム利用者 

  システム利用者の概要は以下のとおり。 

① システム管理者：事務局担当職員（6 名程度） 

 ② 利用者：300 名程度 

 

4 システム要件 

4.1 業務機能要件 

   以下の業務機能について、標準機能及びカスタマイズ等によって構築を行うこと。 

① 経費申請機能（小口現金処理、資金前渡処理） 

システム上で申請・承認ができること。承認については事前承認となること。 

② 会計システム連動に対応していること（会計ソフト：パワフル会計）。 

③ 将来的に基幹システム等のシステム連携が必要な時は対応できること。 

④ 管理・マスタ機能（共通機能、運用保守等） 

   ※ 詳細な機能要件は別紙「機能要件一覧」のとおり 

 

4.2 関係法令等への準拠 



   各業務機能は関係法令等に準拠した運用を可能とすることを前提とする。 

   なお、システム稼働前に法令改正等が発生した場合は稼働日までに対応すること。 

 

4.3 システム構成  

   システム構成要件について、基本的な考え方は以下のとおりである。 

   なお、詳細についてはシステム構築過程において受託者が構成案を提示し、当研究所の担 

当者と協議の上決定する。 

 

(1) ハードウェア基本要件 

     使用するハードウェアの選定に当たっては、安全性、信頼性、可用性、汎用性、拡張

性を考慮すること。 

     また、特定技術への依存を回避するため、オープンかつ国際的な標準の技術を採用し

たハードウェア上で、業務バッチ処理の管理、システム稼働状況の管理及びバックアッ

プ等を行うことが可能な環境を整備すること。 

 

(2) ソフトウェア基本要件 

オープンかつ国際的な標準の技術を採用した適切なソフトウェアを採用すること。 

 

(3) バックアップ要件 

ハードウェア及びソフトウェア障害時に迅速にバックアップ及び復元ができる機能

を持つこと。バックアップについてはシステムの安定稼働、安全性を維持するために原

則として夜間に実行すること。 

    

(4) 性能要件 

レスポンスタイム及び順守率（通常時及びピーク時）については特に基準は示さない

が、利用職員数を考慮し、業務ピーク時においても業務遂行に支障をきたさない性能を

確保すること。 

業務バッチ処理及びシステム管理（データバックアップ、システム更新等）作業につ

いては通常の業務処理に影響を与えない範囲で実施すること。 

 

(5) ネットワーク 

   現行の研究所内ネットワークと接続することを前提に必要な構築を行うこと。 

 

4.4 システムの稼働環境に係る要件 

以下の事項を前提とした稼働環境の構築を行うこと。 

① 現行のネットワーク環境及びクライアントでの動作を保証すること。 

② 各業務においてデータ上蓄積された情報については、特別な知識がなくとも情報の検索や

表計算ソフト等に加工できる状態で抽出できる仕組みを有すること。 

③ 原則として、クライアントパソコンに新たなソフトウェアのインストールは認めないこと



とする。ただし、やむを得ない場合においては、その導入は受注者が行うこと（クライアン

トパソコンの初期化・入替時の対応も含む。）。なお、ソフトウェアの内容及びインストール

方法等については、当研究所と協議の上、決定すること。 

④ システムに必要なソフトウェア及びライセンスは、すべて受注者が用意すること。 

 

4.5 信頼性 

(1) 安定稼働 

円滑な業務遂行のために安定したシステム機能を提供し、システム規模の拡大、分散

処理による負荷分散、リスク分散を考慮し、必要に応じて冗長的な機器構成とすること。 

(2) 障害時対応 

復旧時間については、通常の障害であれば数時間程度、ハードウェアの重度障害等に

ついては１営業日程度で復旧可能なレベルを確保できるような機器構成とすること。 

上記での復旧ができない場合は迅速に復旧スケジュールを当研究所担当者へ提示す

ること。 

4.6 セキュリティ対策 

   システムの脅威（不正アクセスや情報流出等）への対策として、以下の例を参考に適切な

セキュリティ対策を講じること。受託者はセキュリティ対策の全体像について予め書面及

び口頭で当研究所担当者へ提示し、了承を得ること。 

  （以下セキュリティ対策の例を示す） 

  ① アクセス管理 

   ・ システムの利用者に対してはログイン認証を行い、ユーザ登録された利用者以外の者

による不正アクセスを防止する 

   ・ 外部端末（当研究所が許可した端末を除く）からのアクセスを制限するなど 

  ② 適切な通信方式の選択 

   ・VPN 接続、暗号化通信等セキュリティ対策に必要な通信方式の選択 

  ③ 運用サーバ管理 

   ・ホスティングによる専用サーバの導入、ファイアウォール、ＷＡＦの導入など 

  ④ データセンターのセキュリティ確保 

   ・データセンター内への立入制限、災害対策など 

  ⑤ 脆弱性対策・マルウェア対策 

   ・ウイルス対策ソフトの導入  

※ 現行当研究所で使用しているウイルス対策ソフトは「ノートンインターネットセ

キュリティ」である 

   ・脆弱性診断の実施及び発見された脆弱性への対策（セキュリティバッチの適用等）など 

  ⑥ ネットワーク・機器の冗長化 

  ⑦ セキュリティインシデント発生時の対応手順の構築 

 

4.7 稼働スケジュール 

本システムは、バックアップ、セキュリティパッチ等の計画保守作業を除き、原則平日



6 時から 24 時までの時間帯を稼働させること。 

セキュリティ更新プログラムの適用、バックアップ作業などのため、本システムの停止、

再起動を行う必要がある場合は、平日日中以外の時間帯に行うこと。 

なお、メンテナンス等で計画的にシステムを停止する場合は１週間前を目途に当研究所

担当者に確実に通知し、承認を得ること。 

 

4.8 セットアップ 

   本受託業務において受託者が調達する全てのハードウェア、ソフトウェアのセットアップ

を受託者において実施すること。 

 

5 移行方針 

5.1 データ移行 

    新規のシステム導入（紙処理からの移行）であるため、旧システムからのデータ移行は要

しない。 

 

5.2 必要情報の登録 

  システム運用に必要な情報のシステムへの登録については、原則として当研究所が対応す

るが、登録作業を可能な限り省力化するため、受託者は作業効率化のために必要な助言を適

宜当研究所の担当者へ行うこと。 

 

6 利用者教育 

6.1 基本方針 

  システムの新規導入となるため、システム管理者（事務局担当職員 6 名程度）だけでなく、

システム利用者（計 300 名程度）が円滑にシステム導入に対応できるよう以下の例を参考

に適切な利用者教育を行うこと。利用者教育の実施に際しては、事前に計画書を作成し、当

研究所担当者と調整の上実施すること。 

 

6.2 利用者教育の実施例 

(1) 管理者向け操作マニュアルの提供 

    システム管理者がシステムの設定、運用、保守業務を行うために必要な作業の全体像や

具体的な手順、システム上での操作方法、障害時の連絡方法、緊急対処方法等が記載され

たマニュアルを提供すること。 

 

⑵ 利用者向け操作マニュアルの提供 

    利用者向けの操作マニュアルを提供すること。マニュアルの提供にあたっては以下の

点に留意すること。 

  ・業務処理、研修教材等に利用できるものとして、各機能単位に操作種類、対象者、



手順、入力方法等の詳細を明確に記載すること。 

  ・Q＆A やフロー図を活用するなど利用者の視点から理解しやすいマニュアルとする

こと。 

  ・新たにマニュアルを作成する場合は随時当研究所担当者のレビューを受けながら作

成すること。 

 

⑶ 職員向け説明会の実施 

      当研究所職員に対してシステムの操作説明会を実施すること。詳細については別途

当研究所担当者と協議の上決定すること。 

 

7 業務遂行体制及び業務管理 

7.1 業務遂行体制 

   本システムは当研究所が日々行う経費精算の処理を行う極めて重要なものであることを認

識するとともに、契約締結後スケジュールに沿って円滑にシステム導入が行える体制を構

築すること。 

   なお、システムの導入は研究所の通常業務と並行して行うことを念頭においた対応を行

うこと。 

 

7.2 システム導入業務全体の管理 

 

(1) 導入計画書の作成 

業務への着手に先立ち、本仕様書に基づき適切な導入計画書（スケジュール含む）を

策定し、当研究所の承認を得ること。業務の遂行に当たっては実施計画書に沿って円滑

に進めること。 

 

(2) 進捗管理 

      業務の進捗状況を管理するとともに、定期的に当研究所に進捗状況を報告し必要に

応じて当研究所の担当者と打合せを実施すること。また、ユーザーインターフェース

や機能要件の調整など実際の運用に影響が大きい事項についての作業を行う際は報告

の頻度を上げ、当研究所の担当者と綿密な調整を行いながら進めること。 

      上記の報告及び当研究所担当者との打合せを行った場合は、原則として受託者が議事

録を作成し、速やかに当研究所の担当者へ提出すること。 

 

(3) 関係各所との調整 

        当研究所及び本システム導入に従事する関係者との調整を円滑かつ確実に行うこと。 

調整に当たって疑義等が生じた場合は速やかに当研究所の担当者に報告し、協議の上

対応を決定すること。 

 



 

7.3 運用設計 

     システムの導入に伴い、必要に応じて業務構成・業務フロー・作業連携等についての分析、

整理、構築を行うこと。 

 

7.4 各種テストの実施 

   システムの納入に当たって必要なテストを実施すること。各種テストの結果不具合等が発

見された場合は適切に解消すること。テストの種類及び詳細の標準は以下のとおりとする。 

   なお、パッケージソフトウェアを導入する場合においてテストの一部又は全部を省略可能

な場合は、事前に当研究所の担当者の了承を受けた上で省略を可能とする。 

①  単体テスト・結合テスト・システムテスト 

    受託者が実施の上、当研究所へ報告書を提出し確認を受ける。 

②  受入テスト（運用テスト） 

当研究所担当者が作成する計画書（実施者、実施スケジュール、実施項目、合否判定基

準等）に基づき実施すること。受入テストについては当研究所担当者が通常業務と並行

して行うため実施期間については十分な余裕を見込むこと。 

 

8 成果物及び履行確認 

8.1 ハードウェア 

ハードウェアについては一式をホスティングサービスとして提供すること。 

 

8.2 ソフトウェア（7.4 に定める必要なテストを完了したもの） 

   以下のソフトウェア、及びライセンス一式 

（１）プロダクトソフトウェア（OS、ミドルウェア、パッケージ等）一式 

（２）カスタマイズソフトウェア一式 ※カスタマイズを行った場合のみ 

 

8.3 ドキュメント 

   各ドキュメントについては以下を想定している。詳細については、当研究所担当者と別途

協議の上決定する。 

   ドキュメントは原則として Micro Office(.xlsx、.docx)または.pdf 形式で作成すること。 

   納入は電子媒体 2 部、紙媒体 2 部とする。なお、電子媒体にはプロジェクト名、受託事業 

者名、納品期日等を記載すること。 

  なお、パッケージソフトウェアを導入する場合においてドキュメントの一部又は全部の作 

成を要しない場合は、事前に当研究所担当者の了承を受けた上で作成及び提出の省略を可能

とする。 

（１）各種計画書等 ※カッコ内は本仕様書における該当箇所 

   セキュリティ対策に関する資料（4.6）、利用者教育実施計画書（6.1）、導入計画書（7.2.1） 



（２）各種設計書一式（カスタマイズがある場合はカスタマイズ部分のみ対象） 

   基本設計書、詳細設計書、システム設計書、運用設計書等 

（３）各種試験書一式 

   試験計画書、試験仕様書、試験報告書等 

（４）各種マニュアル一式 

（５）運用保守計画書 

（６）運用保守報告書 

（７）その他必要資料一式 

 

8.4 履行確認 

(1) 納品確認 

     8.1 から 8.3 に記載の事項について、原則として以下納品場所に納品（運用テストの

完了を含む）を完了し、当研究所の了承を得ることをもって検収完了とする。 

①サーバ等ハードウェア及びソフトウェア  

受託業者で用意した外部データセンター内の指定ラック内 

②各種ドキュメント 

東京都世田谷区上北沢 2-1-6 公益財団法人東京都医学総合研究所 事務局 

(2) 仕様適合確認 

     本仕様書に定める事項について、適合状況を確認する。確認方法の詳細については別

途協議の上定める。 

9 運用・保守業務 

9.1 前提 

   本項はシステム導入後の運用・保守についての概要を定めている。対象及び業務内容につ

いてシステム導入過程において変更の必要が生じた場合は、受託者と当研究所で協議の上

詳細を決定する。 

 

9.2 対象 

   原則受託者が提供する全てのハードウェア及びソフトウェアとする。 

 

9.3 業務内容 

 

(1) サーバ等ハードウェアの管理・保守サービスの提供 

     サーバ等のハードウェアについては当研究所の施設内には設置せず、受託者もしく

は受託者が契約する事業者内に設置し、定期点検を含む適切な運用を行うこと。 

 

(2) データバックアップ 

本システムを安定的に稼働させるために必要なバックアップを定期的に実施するこ

と。 



 

(3) 各種監視 

ハードウェア及びソフトウェアについて応答監視、ログ管理等を行い、安定的な稼働

を維持すること。 

 

(4) ソフトウェアアップデート 

本システムに使用しているソフトウェアのパッチ情報及びバージョンアップ情報の

確認及び調査検討を行い、適宜パッチ適用及びバージョンアップを行うこと。 

 

(5) セキュリティ対策 

本仕様書 4.6 に記載するセキュリティ対策を確実に実施するために必要な事項（ウイ

ルス定期ファイル更新、脆弱性診断及び対応（セキュリティパッチの適用等））を行う

こと。 

 

(6) 問合せ対応 

当研究所の担当者からの電話・メール等による問い合わせに対して、柔軟かつ迅速に

対応すること。問合せ対応時間は緊急対応時を除き平日午前 9 時から午後 18 時までと

する。 

 

(7) 保守対応 

本調達にて導入されたシステムが利用できない、または導入機器のハードウェア故

障といった障害が発生した場合、表 4 の保守サービスを実施すること。 

     なお、障害からの復旧時間については本仕様書 4.6（２）のとおりとする。 

      

     表 4 保守サービス内容 

項目 保守内容 

業務パッケージソ

フトウェア保守 

問題解決支援及び機能改善版を提供すること。 

ただし、大規模な制度改革や法改正への対応は別途協議の上決定す

る。 

ミドルソフトウェ

ア保守 

問題解決支援及び製品のリビジョンアップ版を提供すること。 

製品に関する問い合わせに対する、調査、回答を実施すること。 

ハードウェア保守 

ハードウェア障害対応、ファームウェアのバージョンアップ対応、ハ

ードウェアに関する問い合わせ等ハードウェア不具合対策を迅速に

実施すること。 



稼動維持支援 

問い合わせ等対応、システム全体の仕様確認や調査依頼に対して対

応すること。 

障害時対応として、障害発生時の切り分け、復旧までの作業管理を実

施すること。 

データ復旧支援 

システム上のデータに破損・滅失等が発生した場合、範囲及び復旧手

順についての調査を行い、当研究所担当者へ報告を行うとともに、具

体的な復旧手順を提示、実行すること。 

 

(8) セキュリティインシデント発生時対応 

セキュリティインシデント（軽微なものを除く）が発生した際は、速やかに詳細を等

研究所担当者に報告するとともに、必要な対応を協議すること。 

 

(9) 運用・保守内容の定期報告    

運用・保守内容について年 2 回程度報告を行うこと。 

 

9.4 その他留意事項 

（１）定期的機能エンハンス（品質向上）によりシステム維持コストの抑制を図ること。 

（２）法・制度改正（改元対応等）の動向について、当研究所へ最新情報を随時提供すると

ともに影響範囲の分析、プログラム修正等の必要な対応を行うこと。プログラム修正等

の対応に追加経費を要する場合は、事前に刀研究所担当者と協議すること。 

（３）当研究所が定期的及び必要に応じて実施する情報セキュリティ監査等への協力を行

うこと。 

 

10 その他 

10.1 契約金額の請求及び支払 

（１）受託者は 8.4 に定める履行確認の完了後、速やかに完了届を当研究所へ提出する。 

（２）本契約業務の完了を当研究所が承認したとき、受託者は契約金額を研究所へ書面により 

請求する。 

（３）研究所は請求に基づき、契約金額の指定口座への振込を行う。 

 

10.2 損害賠償 

受託者が作業中において、故意又は過失等により委託者及び第三者に損害を与えた場合

は、受託者が賠償の責任を負うものとする。 

 

10.3 秘密保持 

受託者は本業務上知り得た秘密を第三者に漏らしてはならない。 

個人情報の取扱いについては、別紙「個人情報の取扱いに関する特記事項」による。 



10.4 環境により良い自動車利用 

本契約の履行に当たって自動車を使用し、又は利用する場合は、都民の健康と安全を確保

する環境に関する条例（平成１２年東京都条例第２１５号）の規定に基づき、次の事項を遵

守すること。 

（１）ディーゼル車規制に適合する自動車であること。 

（２）自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における総量の削減等

に関する特別措置法（平成４年法律第７０号）の対策地域内で登録可能な自動車である

こと。 

（３）低公害、低燃費な自動車利用に努めること。なお、適合の確認のために、当該自動車

の自動車検査証（車検証）、粒子状物質減少装置装着証明書等の提示又は写しの提出を

求められた場合には、速やかに提示又は提出すること。 

 

10.5 暴力団排除等に関する特約条項 

東京都暴力団排除条例（平成２３年東京都条例５４号）の制定に伴う措置については、別

紙「暴力団関係者の排除に係る特約条項」による。 

 

10.6 その他 

（１）本仕様書の他、別添「電子情報処理委託に係る標準特記仕様書」に定める事項に従って契

約を履行すること。 

（２）本仕様書の解釈に疑義が生じた場合は、その都度、両者協議の上対応を決定する。 

 

◆ 担当者 

  公益財団法人東京都医学総合研究所 事務局 庶務課 経理係 

  電話：03-5316-3102 メール：shiokawa-tm@igakuken.or.jp 



◆　小口現金（現行の業務フロー）

◆　小口現金（システム導入後の業務フロー）

経理係振替担当申請者 所属長区分 経理係担当／庶務課長

所属長 経理係担当／庶務課長 経理係振替担当

申

請

・

決

裁

小

口

現

金

請

求

・

内

容

確

認

・

現

金

の

授

受

・

支

払

行

為

日

次

・

月

次

〆

処

理

申

請

・

決

裁

現

金

の

授

受

・

支

払

行

為

月

次

〆

処

理

区分 申請者

②書類受領

確認・決裁

①小口現金申

請

小口現金

請求書

④申請内容確認

現金の授受

※現金は係員同士で

ダブルチェック

※適正性・緊急性の確認

⑥債権者への

支払行為

③決裁後本人へ返却

⇒経理係小口現金担

当へ提出
小口現金

請求書

⑩各支出科目への振替

翌月初旬に申請内容に基

づき予算科目ごとに集計

をし振替伝票を作成

⑦領収書、戻入金（あ

る場合）の提出

⑧領収書等の受取

小口現金出納帳への

入力（エクセル）

領収書

戻入金等

⑨小口現金請求書、領収

書等をの書類を整え、経

理係の振替担当者へ回付

する

⑤経理係長

庶務課長 承認

経理担当小口準備

②申請受付

確認・決裁

①小口現金申請

（経費精算システ

ム）

③申請内容確認

※適正性・緊急性の確認

⑥債権者への

支払行為

⑩月ごとに集計をし、支

出科目ごとのＣＳＶデー

タを作成

作成データを会計システ

ムに連動させ、伝票作成

⑦領収書の提出

（経費精算システム）

戻入金発生の時は精算登

録をし、現金は経理係へ

⑧ 戻入金処理

精算内容確認

戻入金

※発生時

のみ

④ 経理係長

庶務課長 承認

⑤ 経理担当

小口現金準備

申請者への通知

⑨ 経理係長

庶務課長 承認

小口現金

小口現金



◆　資金前渡（現行の業務フロー）

◆　資金前渡（システム導入後の業務フロー）

庶務係 経理係／庶務課長

経理係／庶務課長

申

請

・

決

裁

資

金

前

渡

請

求

・

内

容

確

認

・

支

払

行

為

・

精

算

確

認

区分 申請者 所属長 庶務係

申

請

・

決

裁

資

金

前

渡

請

求

・

内

容

確

認

・

支

払

行

為

・

精

算

確

認

区分 申請者 所属長

②書類受領

確認・決裁

①資金前渡申

請

資金前渡支

払依頼書

④申請内容確認

申請内容をもとに

起案・伝票作成

③決裁後本人へ返却

⇒庶務係資金前渡担

当へ提出

資金前渡支

払依頼書

⑦精算確認

起案へ精算経過を

記入し、経理係審査

担当へ

⑤経理担当審査

経理係長

庶務課長 承認

⑥現金の場合（庶務係）

通帳等を受領し、庶務

担当が現金を引出し、

債権者または申請者

へ支払

⑥振込の場合（経理係）

債権者または申請

者へ振込処理

振込後は証憑類を庶務

係へ提出し、精算確認

依頼

⑧精算確認 審査

経理担当

経理係長

庶務課長 承認

審査後は庶務係へ

起案を戻す

②申請受付

確認・決裁

①資金前渡申請

（経費精算システム）

⑥精算確認

精算経過を経費精算

システムへ入力し

経理係審査担当へ

④経理担当審査

経理係長

庶務課長 承認

⑤現金の場合（庶務係）

通帳等を受領し、庶務

担当が現金を引出し、

債権者または申請者

へ支払

⑤振込の場合（経理係）

債権者または申請

者へ振込処理

振込後は証憑類を庶務

係へ通知し、精算確認

依頼

⑦精算確認 審査

経理担当

経理係長

庶務課長 承認

③申請内容確認

内容が適正な時はCSV

データを作成し、会計

システムに連動させ、

伝票作成



個人情報の取扱いに関する特記事項 

 

（個人情報の保護に係る受託者の責務） 

第１ 受託者は、この契約の履行に当たって、個人情報を取り扱う場合は、以下の事項を遵

守し、個人情報の漏えい、滅失、き損の防止その他個人情報の適正な管理のために必要な

措置を講じなければならない。 

（再委託） 

第２ 受託者は、個人情報の適正な安全管理が図られていることを公益財団法人東京都医学

総合研究所（以下「研究所」という。）が確認し、研究所の許諾を得た場合に限り、再委託

を行うことができる。再委託を受けた者が更に再委託を行う場合も同様とする。 

２ 前項において、受託者は、再委託の相手方に対しその履行を管理監督するとともに、研

究所の求めに応じて、その状況等を研究所に報告しなければならない。再委託を受けた者

が更に再委託を行う場合も同様とする。 

（秘密の保持） 

第３ 受託者は、第２第１項により再委託を行う場合を除き、委託業務の内容を第三者に漏

らしてはならない。なお、この契約終了後も同様とする。 

２ 第２第１項により再委託を行う場合の再委託先の秘密保持については、受託者の責任に

おいて管理するものとする。 

（目的外使用の禁止） 

第４ 受託者は、この契約の履行に必要な委託業務の内容を他の用途に使用してはならない。

また、第２第１項により研究所が再委託を許諾した部分を除き、契約の履行により知り得

た内容を第三者に提供してはならない。 

（複写複製の禁止） 

第５ 受託者は、この契約に基づく業務を処理するため、研究所から引き渡された原票、資

料、貸与品等（以下「原票等」という。）がある場合は、研究所の承認なくして複写又は複

製をしてはならない。 

（個人情報の管理） 

第６ 受託者は、研究所から提供された原票等のうち、個人情報に係るもの及び受託者が契

約履行のために作成したそれらの記録媒体については、施錠できる保管庫又は施錠、入退

管理の可能な保管室に保管するなど適正に管理しなければならない。 

２ 受託者は、前項の個人情報の管理に当たっては、管理責任者を定め、内部における責任

体制を確保しなければならない。 

（受託者の安全対策と管理体制資料の提出） 

第７ 受託者は、委託業務の適正かつ円滑な履行を図るとともに個人情報保護に万全を期す

るため、委託業務の実施に当たって使用する受託者の管理下の施設において、以下の事項

について安全管理上必要な措置を講じなければならない。 

(1) 委託業務を処理する施設等の入退室管理 

(2) 研究所から提供された原票等の使用保管管理 



(3) 契約目的物、契約目的物の仕掛品及び契約履行過程で発生した成果物（出力帳票及び

磁気テープ、フロッピィ等の電磁的記録を含む。）の作成、使用、保管管理 

(4) その他仕様等で指定したもの 

２ 研究所は、前項の措置について確認するため、受託者に対して、個人情報の管理を含め

た受託者の安全管理体制全般に係る資料の提出を求めることができる。 

（研究所の検査監督権） 

第８ 研究所は、必要があると認める場合には、受託者と日程・内容を協議したうえで、受

託者の作業現場の実地調査を含めた受託者の個人情報の管理状況に対する検査監督及び作

業の実施に係る指示を行うことができる。 

２ 受託者は、研究所から前項に基づく検査実施要求又は作業の実施に係る指示があった場

合には、それらの要求又は指示に従うように努めるものとする。 

（資料等の返還） 

第９ 受託者は、この契約による業務を処理するため研究所から引き渡された原票等を、委

託業務完了後速やかに研究所に返還しなければならない。 

２ 前項の規定による返還時に、個人情報に係るものについては、第７第１項各号に係る個

人情報の管理記録を併せて提出し報告しなければならない。 

（記録媒体上の情報の消去） 

第 10 受託者は、契約目的物の作成のために、受託者の保有する記録媒体（磁気ディスク、

磁気テープ、パンチカード、紙等の媒体）上に保有する、委託処理に係る一切の情報につ

いて、契約目的物に対する研究所の検査終了後、すべて消去しなければならない。 

２ 前項の消去結果について、受託者は、記録媒体ごとに、消去した情報項目、数量、消去

方法、消去日等を明示した文書で研究所に報告しなければならない。 

３ 第２第１項により研究所が許諾した再委託先がある場合には、再委託先の情報の消去に

ついて受託者の責任において行うとともに、その状況を前項の報告とともに研究所に報告

しなければならない。 

（事故発生の通知） 

第 11 受託者は、契約目的物の納入前に事故が生じたときには、速やかにその状況を書面に

より研究所に通知しなければならない。 

２ 前項の事故が、個人情報の漏えい、滅失、き損等の場合には、漏えい、滅失、き損した

個人情報の項目、内容、数量、事故の発生場所、発生状況等を詳細に記載した書面により、

速やかに研究所に報告し、研究所の指示に従わなければならない。 

（研究所の解除権） 

第 12 研究所は、受託者がこの特記事項に定める事項に違反した場合又はその他個人情報の

保護に関する事項について問題があると認める場合はこの契約を解除をすることができる。 

（疑義についての協議） 

第 13 この特記事項の各項目若しくは仕様書で規定する個人情報の管理方法等について疑

義等が生じたとき又はこの特記事項若しくは仕様書に定めのない事項については、両者協

議の上定める。 



（別紙）暴力団関係者の排除に係る特約条項 

 

（暴力団関係者に係る契約解除） 

第１条 甲は乙が東京都暴力団排除条例（平成２３年３月１８日東京都条例第５４号）に定める暴力団関係者又は

東京都が東京都契約関係暴力団等対策措置要綱第 5 条第 1項に基づき排除措置期間中の者として公表した者（ただ

し、排除措置期間中に限る。）（以下「暴力団関係者等」という。）であることが判明した場合は、この契約を解

除することができる。この場合においては、何ら催告を要しないものとする。 

２ 甲は、前項の規定によりこの契約を解除したときは、これによって乙に損害が生じても、その責を負わないも

のとする。 

３ 契約書に定める甲の解除権の規定は、第１項の規定による解除の場合に準用する。また、契約書本文に解除権

の定めがなくても、第１項の規定による場合は本特約条項をもって契約を解除することができる。 

４  前項の規定により契約が解除されたときは、契約保証金は、甲に帰属する。 

５  乙は、契約保証金の納付がなく、第１項の規定により契約が解除されたときは、契約金額の１００分の１０に

相当する額を違約金として甲に納付しなければならない。この場合において、検査に合格した履行部分があるとき

は、契約金額から当該履行完了部分に対する契約金額相当額を控除した額の１００分の１０に相当する額を違約金

とする。 

 

（契約解除の伴う措置） 

第２条  契約書に定める契約解除に伴う措置及びそれに類する規定は、第１項の規定による解除の場合に準用する。

その際の乙のとるべき措置の期限、方法等については甲が定めるものとする。なお、契約書本文に契約解除の伴う

措置の定めがない場合、下記のとおりとする。 

２ 本特約条項の規定により契約が解除された場合において、検査に合格した履行部分があるときは、甲は当該履

行完了部分に対する代金相当額を支払うものとする。 

３  乙は、契約が解除された場合において、貸与品又は支給材料等があるときは、遅滞なく甲に返還しなければな

らない。この場合において、当該貸与品又は支給材料等が乙の故意又は過失により滅失又はき損したときは、代品

を納め、若しくは原状に復して返還し、又はこれらに代えてその損害を賠償しなければならない。 

４  乙は、契約が解除された場合において、履行場所等に乙が所有する材料、工具その他の物件があるときは、乙

は遅滞なく当該物件を撤去（甲に返還する貸与品、支給材料等については、甲の指定する場所に搬出。以下本条に

おいて同じ。）するとともに、履行場所等を原状に復して甲に明け渡さなければならない。 

５  前項の場合において、乙が正当な理由なく、相当の期間内に当該物件を撤去せず、又は履行場所等の原状回復

を行わないときは、甲は、乙に代わって当該物件を処分し、履行場所等の原状回復を行うことができる。この場合

においては、乙は、甲の処分又は原状回復について異議を申し出ることができず、また、甲の処分又は原状回復に

要した費用を負担しなければならない。 

 

（相殺） 

第３条 甲は、乙に対して有する金銭債権があるときは、乙が甲に対して有する契約代金請求権及びその他の債権

と相殺し、不足があるときは、これを追徴する。 

 

（再委託禁止等） 

第４条 乙は、暴力団関係者等にこの業務の全部又は一部を委託してはならない。 

２ 乙が暴力団関係者等に再委託していたことが判明した場合は、甲は乙に対して、当該契約の解除その他必要な

措置を求めることができる。 

３ 前項の規定により契約解除を行った場合の一切の責任は、乙が負うものとする。 

４ 甲は、第２項に規定する契約の解除を求めたにもかかわらず、乙が正当な理由がなくこれを拒否したと認めら

れるときは、甲の契約から排除する措置を講ずることができる。 

 

（不当介入に関する通報報告） 

第５条 乙は、契約の履行に当たって、暴力団関係者等から不当介入を受けた場合（再委託した者が暴力団関係者

等から不当介入を受けた場合を含む。以下同じ。）は、遅滞なく甲への報告及び警視庁管轄警察署（以下「管轄警

察署」という。）への通報（以下「通報報告」という。）並びに捜査上必要な協力をしなければならない。 

２ 前項の場合において、通報報告に当たっては、書面を提出するものとする。ただし、緊急を要し、書面による

通報報告ができないときは、その理由を告げて口頭により通報報告を行うことができる。なお、この場合には、後

日、遅滞なく書面を甲及び管轄警察署に提出しなければならない。 

３ 乙は、再委託した者が暴力団関係者等から不当介入を受けた場合は、遅滞なく乙に対して報告するよう当該再

委託した者に指導しなければならない。 

４ 甲は、乙が不当介入を受けたにもかかわらず、正当な理由がなく甲への報告又は管轄警察署への通報を怠った

と認められるときは、甲の契約から排除する措置を講ずることができる。 



 （公財）東京都医学総合研究所 

  電子情報処理委託に係る標準特記仕様書  

 

公益財団法人東京都医学総合研究所（以下「委託者」とする）委託者から電子情報処理の委託を受

けた受託者は、契約書及び仕様書等に定めのない事項について、この特記仕様書に定める事項に従っ

て契約を履行しなければならない。 

 

１ サイバーセキュリティポリシーを踏まえた業務の履行 

受託者は、研究所サイバーセキュリティ基本方針及び研究所サイバーセキュリティ対策基準の趣

旨を踏まえ、以下の事項を遵守しなければならない。 

 

２ 業務の推進体制 

(1) 受託者は、契約締結後直ちに委託業務を履行できる体制を整えるとともに、当該業務に関す

る責任者、作業体制、連絡体制及び作業場所についての記載並びにこの特記仕様書を遵守し業

務を推進する旨の誓約を書面にし、委託者に提出すること。 

(2) (1)の事項に変更が生じた場合、受託者は速やかに変更内容を委託者に提出すること。 

 

３ 業務従事者への遵守事項の周知 

(1) 受託者は、この契約の履行に関する遵守事項について、委託業務の従事者全員に対し十分に

説明し周知徹底を図ること。 

(2) 受託者は、(1）の実施状況を書面にし、委託者に提出すること。 

 

４ 秘密の保持 

受託者は、この契約の履行に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。この契約終了後も同様

とする。 

 

５ 目的外使用の禁止 

受託者は、この契約の履行に必要な委託業務の内容を他の用途に使用してはならない。また、こ

の契約の履行により知り得た内容を第三者に提供してはならない。 

 

６ 複写及び複製の禁止 

受託者は、この契約に基づく業務を処理するため、委託者が貸与する原票、資料、その他貸与品

等及びこれらに含まれる情報（以下「委託者からの貸与品等」という。）を、委託者の承諾なくし

て複写及び複製をしてはならない。 

 

７ 作業場所以外への持出禁止 

受託者は、委託者が指示又は承認する場合を除き、委託者からの貸与品等（複写及び複製したも

のを含む。）について、２(1)における作業場所以外へ持ち出してはならない。 

 

８ 情報の保管及び管理 

受託者は、委託業務に係る情報の保管及び管理に万全を期するため、委託業務の実施に当たって

以下の事項を遵守しなければならない。 

(1) 全般事項 

ア  契約履行過程 

(ｱ) 以下の事項について安全管理上必要な措置を講じること。 



ａ  委託業務を処理する施設等の入退室管理 

ｂ  委託者からの貸与品等の使用及び保管管理 

ｃ  仕様書等で指定する物件（以下「契約目的物」という。）、契約目的物の仕掛品及び契

約履行過程で発生した成果物（出力帳票及び電磁的記録物等）の作成、使用及び保管管理 

ｄ  その他、仕様書等で指定したもの 

(ｲ) 委託者から(ｱ)の内容を確認するため、委託業務の安全管理体制に係る資料の提出を求め

られた場合は直ちに提出すること。 

イ  契約履行完了時 

(ｱ) 委託者からの貸与品等を、契約履行完了後速やかに委託者に返還すること。 

(ｲ) 契約目的物の作成のために、委託業務に係る情報を記録した一切の媒体（紙及び電磁的記

録媒体等一切の有形物）（以下「記録媒体」という。）については、契約履行完了後に記録

媒体上に含まれる当該委託業務に係る情報を全て消去すること。 

(ｳ) (ｲ)の消去結果について、記録媒体ごとに、消去した情報項目、数量、消去方法及び消去

日等を明示した書面で委託者に報告すること。 

(ｴ) この特記仕様書の事項を遵守した旨を書面で報告すること。また、再委託を行った場合は

再委託先における状況も同様に報告すること。 

ウ  契約解除時 

イの規定の「契約履行完了」を「契約解除」に読み替え、規定の全てに従うこと。 

エ  事故発生時 

契約目的物の納入前に契約目的物の仕掛品、契約履行過程で発生した成果物及び委託者から

の貸与品等の紛失、滅失及び毀損等の事故が生じたときには、その事故の発生場所及び発生状

況等を詳細に記載した書面をもって、遅滞なく委託者に報告し、委託者の指示に従うこと。 

(2) アクセスを許可する情報に係る事項 

受託者は、アクセスを許可する情報の種類と範囲、アクセス方法について、業務着手前に委託

者から承認を得ること。 

(3) 個人情報及び機密情報の取扱いに係る事項 

委託者からの貸与品等及び契約目的物に記載された個人情報は、全て委託者の保有個人情報で

ある（以下「個人情報」という。）。また、委託者が機密を要する旨を指定して提示した情報及

び委託者からの貸与品等に含まれる情報は、全て委託者の機密情報である（以下「機密情報」と

いう。）。ただし、委託者からの貸与品等に含まれる情報のうち、既に公知の情報、委託者から

受託者に提示した後に受託者の責めによらないで公知となった情報、及び委託者と受託者による

事前の合意がある情報は、機密情報に含まれないものとする。 

個人情報及び機密情報の取扱いについて、受託者は、以下の事項を遵守しなければならない。 

ア 個人情報及び機密情報に係る記録媒体を、施錠できる保管庫又は施錠及び入退室管理の可能

な保管室に格納する等適正に管理すること。 

イ アの個人情報及び機密情報の管理に当たっては、管理責任者を定めるとともに、台帳等を設

け個人情報及び機密情報の管理状況を記録すること。 

ウ 委託者から要求があった場合又は契約履行完了時には、イの管理記録を委託者に提出し報告

すること。 

エ 個人情報及び機密情報の運搬には盗難、紛失、漏えい等の事故を防ぐ十分な対策を講じるこ

と。 

オ (1)イ(ｲ)において、個人情報及び機密情報に係る部分については、あらかじめ消去すべき情

報項目、数量、消去方法及び消去予定日等を書面により委託者に申し出て、委託者の承諾を得

るとともに、委託者の立会いのもとで消去を行うこと。 

カ (1)エの事故が、個人情報及び機密情報の漏えい、滅失、毀損等に該当する場合は、漏えい、

滅失、毀損した個人情報及び機密情報の項目、内容、数量、事故の発生場所及び発生状況等を

詳細に記載した書面をもって、遅滞なく委託者に報告し、委託者の指示に従うこと。 



キ カの事故が発生した場合、受託者は二次被害の防止、類似事案の発生回避等の観点から、委

託者に可能な限り情報を提供すること。 

ク (1)エの事故が発生した場合、委託者は必要に応じて受託者の名称を含む当該事故に係る必

要な事項の公表を行うことができる。 

ケ 委託業務の従事者に対し、個人情報及び機密情報の取扱いについて必要な教育及び研修を実

施すること。なお、教育及び研修の計画及び実施状況を書面にて委託者に提出すること。 

コ その他、東京都個人情報の保護に関する条例（平成2年東京都条例第113号）に従って、本委

託業務に係る個人情報を適切に扱うこと。 

 

９ 委託者の施設内での作業 

(1) 受託者は、委託業務の実施に当たり、委託者の施設内で作業を行う必要がある場合には、委託

者に作業場所、什器、備品及び通信施設等の使用を要請することができる。 

(2) 委託者は、(1)の要請に対して、使用条件を付した上で、無償により貸与又は提供することが

できる。 

(3) 受託者は、委託者の施設内で作業を行う場合は、次の事項を遵守するものとする。 

ア 就業規則は、受託者の定めるものを適用すること。 

イ 受託者の発行する身分証明書を携帯し、委託者の指示があった場合はこれを提示すること。 

ウ 受託者の社名入りネームプレートを着用すること。 

エ その他、(2)の使用に関し委託者が指示すること。 

 

10 再委託の取扱い 

(1) 受託者は、この契約の履行に当たり、再委託を行う場合には、あらかじめ再委託を行う旨を書

面により委託者に申し出て、委託者の承諾を得なければならない。 

(2) (1)の書面には、以下の事項を記載するものとする。 

ア 再委託の理由 

イ 再委託先の選定理由 

ウ 再委託先に対する業務の管理方法 

エ 再委託先の名称、代表者及び所在地 

オ 再委託する業務の内容 

カ 再委託する業務に含まれる情報の種類（個人情報及び機密情報については特に明記するこ

と。） 

キ 再委託先のセキュリティ管理体制（個人情報、機密情報、記録媒体の保管及び管理体制につ

いては特に明記すること。） 

ク 再委託先がこの特記仕様書の１及び３から９までに定める事項を遵守する旨の誓約 

ケ その他、委託者が指定する事項 

(3) この特記仕様書の１及び３から９までに定める事項については、受託者と同様に、再委託先に

おいても遵守するものとし、受託者は、再委託先がこれを遵守することに関して一切の責任を負

う。 

 

11 実地調査及び指示等 

(1) 委託者は、必要があると認める場合には、受託者と日程・内容を協議したうえで、受託者の作

業場所の実地調査を含む受託者の作業状況の調査及び受託者に対する委託業務の実施に係る指

示を行うことができる。 

(2) 受託者は、(1)の規定に基づき、委託者から作業状況の調査の実施要求又は委託業務の実施に  

係る指示があった場合には、それらの要求又は指示に従うように努めるものとする。 

(3) 委託者は、(1)に定める事項を再委託先に対しても実施できるものとする。 



12 情報の保管及び管理等に対する義務違反 

(1) 受託者又は再委託先において、この特記仕様書の３から９までに定める情報の保管及び管理等

に関する義務違反又は義務を怠った場合には、委託者は、この契約を解除することができる。 

(2) (1)に規定する受託者又は再委託先の義務違反又は義務を怠ったことによって委託者が損害を

被った場合には、委託者は受託者に損害賠償を請求することができる。委託者が請求する損害賠

償額は、委託者が実際に被った直接かつ通常の損害額とする。 

 

13 契約不適合責任 

(1) 契約目的物に、その契約の内容に適合しないものがあるときは、委託者は、受託者に対して相

当の期間を定めてその修補による履行の追完又はこれに代えて若しくは併せて損害の賠償を請

求することができる。 

(2) (1)の規定によるその契約の内容に適合しないものの修補による履行の追完又はこれに代えて

若しくは併せて行う損害賠償の請求に伴う通知は、委託者がその不適合を知った日から１年以内

に、これを行わなければならない。 

 

14 著作権等の取扱い 

この契約により作成される納入物の著作権等の取扱いは、以下に定めるところによる。 

(1) 受託者は、納入物のうち本委託業務の実施に伴い新たに作成したものについて、著作権法（昭

和45年法律第48号）第2章第3節第2款に規定する権利（以下「著作者人格権」という。）を有す

る場合においてもこれを行使しないものとする。ただし、あらかじめ委託者の承諾を得た場合は

この限りでない。 

(2) (1)の規定は、受託者の従業員、この特記仕様書の10の規定により再委託された場合の再委託

先又はそれらの従業員に著作者人格権が帰属する場合にも適用する。 

(3) (1)及び(2)の規定については、委託者が必要と判断する限りにおいて、この契約終了後も継続

する。 

(4) 受託者は、納入物に係る著作権法第2章第3節第3款に規定する権利（以下「著作権」という。）

を、委託者に無償で譲渡するものとする。ただし、納入物に使用又は包括されている著作物で受

託者がこの契約締結以前から有していたか、又は受託者が本委託業務以外の目的で作成した汎用

性のある著作物に関する著作権は、受託者に留保され、その使用権、改変権を委託者に許諾する

ものとし、委託者は、これを本委託業務の納入物の運用その他の利用のために必要な範囲で使用、

改変できるものとする。また、納入物に使用又は包括されている著作物で第三者が著作権を有す

る著作物の著作権は、当該第三者に留保され、かかる著作物に使用許諾条件が定められている場

合は、委託者はその条件の適用につき協議に応ずるものとする。 

(5) (4)は、著作権法第27条及び第28条に規定する権利の譲渡も含む。 

(6) 本委託業務の実施に伴い、特許権等の産業財産権を伴う発明等が行われた場合、取扱いは別途

協議の上定める。 

(7) 納入物に関し、第三者から著作権、特許権、その他知的財産権の侵害の申立てを受けた場合、

委託者の帰責事由による場合を除き、受託者の責任と費用をもって処理するものとする。 

 

15 運搬責任 

この契約に係る委託者からの貸与品等及び契約目的物の運搬は、別に定めるものを除くほか受託

者の責任で行うものとし、その経費は受託者の負担とする。 



【（標準特記仕様書２(1)）】 

 

   年  月  日 

公益財団法人東京都医学総合研究所 

 情報システム管理者 殿 

  

                   （受託者の名前） 〇〇〇〇〇〇〇〇 

                   （責任者職氏名）〇〇〇〇  〇〇〇〇 印 

 

 

「〇〇〇〇〇〇〇〇」の履行体制及び遵守事項の誓約について 

 

 

 〇〇〇〇年〇〇月〇〇日付で締結した「〇〇〇〇〇〇〇〇」契約を下記の体制で履行します。 

 また、本契約の履行について公益財団法人東京都医学総合研究所の「電子情報処理委託に係る標準 

特記仕様書」に定める事項を十分認識し遵守することを誓約します。 

 

記 

 

１ 業務責任者（職氏名を記載） 

 

 

２ 作業体制（従事者の職氏名を記載） 

 

 

３ 連絡体制（営業・ＳＥ等の連絡先を記載） 

 

 

４ 作業場所 

 

 

５ 再委託の有無（いずれかを〇で囲むこと） 有  ・  無 

 

 

［※個人情報及び機密情報を取り扱う場合に記載］ 

（仕様書８(3)ケ：業務従事者への教育及び研修の実施について） 

６ 従事者に対する個人情報及び機密情報の取扱いに関する教育の実施計画 

  （例）実施：  〇年〇月実施予定 

     内容：個人情報保護に関する研修、標準特記仕様書の遵守事項の再周知など 

     対象：作業従事者全員 



【（標準特記仕様書８(3)ケ）】 

 

   年  月  日 

公益財団法人東京都医学総合研究所 

  情報システム管理者 殿 

  

                   （受託者の名前） 〇〇〇〇〇〇〇〇 

                   （責任者職氏名）〇〇〇〇  〇〇〇〇 印 

 

 

業務従事者への教育及び研修の実施について 

  

 

 〇〇年〇〇月〇〇日付で締結した「〇〇〇〇〇〇〇〇」契約に関し、個人情報及び機密情報の取扱

いについて、下記のとおり教育及び研修を実施しましたので、報告します。 

 

記 

 

１ 実施日：  〇年〇月〇日 

２ 内 容：個人情報保護に関する研修、標準特記仕様書の遵守事項の再周知 

３ 対 象：作業従事者全員  
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